道路局所管国庫補助事業の実施に伴う移転補償費の

算定に係る見積書の取扱いについて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２６年７月１日事務連絡

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国土交通省道路局　国道・防災課　課長補佐（事務）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　環境安全課　　課長補佐（事務）

　今般、会計検査院より、道路局所管の国庫補助事業の実施において、事業主体が建物等の移転補償費を算出する際に、見積書を徴するなどして移転補償費の算定を行ったものについて、見積書の価格の内容が見積条件に適合しているかを十分検証できるような状態となっていなかったり、見積諸経費等と要領諸経費等を重複計上しているおそれを生じさせていたりしている事態は適切とは認められない、との指摘を受けました。

　このため、今後道路局所管の国庫補助事業において、移転補償の算定のために見積書を徴する際には、下記の国土交通省における取扱い（別紙参照）を参考とするなど留意願います。

（以下、都道府県宛）

　なお、貴管内市町村（指定市を除く。）に対しては、貴職より周知方お願いします。
記

「プレハブ建物及びツーバイフォー建物見積依頼要領（案）について」（事務連絡　平成

２４年４月２４日　土地・建設産業局地価調査課公共用地室課長補佐）

＜抜粋＞

３　見積依頼方法

（３）見積の依頼の際には、次に掲げる事項を説明するものとする。
　　②建築直接工事費、共通仮設費及び諸経費は区分すること。
５　見積書の検証

　見積書を徴したときは、見積書が、見積条件に適合しているとした理由を記載した書面を作成し、見積書とともに調査報告書に添付するものとする。
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